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経済の動き

１　全国的に店舗数の減少著しい書店
　インターネット通販の発展や人口減少による後

継者不足など、時代の変遷とともに店舗数の減少

が著しい業種のひとつに書店が挙げられるが、本

県もその例外ではない。

　経済産業省の「商業統計」および「経済センサ

ス」によると、昭和63年に全国で28,216先あっ

た「書籍・雑誌小売業（古本を除く）」の事業所数

は、平成24年には8,958先まで減少している（図

表１）。これは、実に７割近い減少率である。事業

所数の減少にともない、従業者数も、ピークであ

る平成14年の164,584人に対し、平成24年には

78,554人と10年余りの間に半減している。年間

商品販売額は、ピークである平成９年の２兆

4,787億円から平成24年には１兆2,079億円と

これもまたほぼ半減している。一方、この間、事業

所一先当たりの売場面積だけは、単純平均である

が、拡大一途を辿っており、経営規模や売場面積

の小さな“街の本屋さん”が減少していく傍ら、経

営規模、売場面積の大規模化が進んでいる様子が

窺える。

県 内 読 書 事 情
　全国的に書店の減少が続いている。読書時間も年々減少傾向にある。そのなかで、本県の小中
学生は他県に比べ読書率が高く、それが「全国学力テスト」で毎年成績上位を占める一因とも言
われる。ところが、高校、大学へと進学するにつれて、読書率は低下していく。本県は、都道府
県では全国で唯一、読書条例を定め、毎年11月１日を「県民読書の日」と定めて、「日本一の読
書県」を目指している。「読書の秋」に当たり、本県の読書事情について概観してみたい。

図表１　書籍・雑誌小売業の事業所数、従業者数、年間販売額、売場面積の推移

和暦
事業所数 従業者数

（人）
年間商品販売額
（百万円）

売場面積
（㎡）

１事業所当たり
売場面積（㎡）うち法人 うち個人

昭和47年 16,949 5,547 11,402 78,367 469,066 798,423 47.11 

昭和49年 17,954 5,989 11,965 77,763 640,857 860,348 47.92 

昭和51年 20,015 6,897 13,118 87,807 957,727 1,012,311 50.58 

昭和54年 23,047 8,334 14,713 102,668 1,289,547 1,285,884 55.79 

昭和57年 25,630 10,080 15,550 115,121 1,628,423 1,545,189 60.29 

昭和60年 26,531 10,347 16,184 113,551 1,719,634 1,703,721 64.22 

昭和63年 28,216 12,192 16,024 133,728 1,961,277 2,168,149 76.84 

平成03年 27,804 13,163 14,641 131,814 2,316,059 2,416,942 86.93 

平成06年 26,224 13,184 13,040 145,582 2,456,473 2,651,473 101.11 

平成09年 25,673 13,541 12,132 148,369 2,478,741 3,151,692 122.76 

平成14年 22,688 13,084 9,604 164,584 2,339,508 3,681,311 162.26 

平成19年 17,363 11,174 6,189 139,245 2,148,603 3,753,993 216.21 

平成24年 8,958 6,041 2,917 78,554 1,207,863 2,791,063 311.57 

資料：経済産業省「商業統計」、総務省・経済産業省「平成24年経済センサス－活動調査結果－」
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２　本県の書店の現状
（１）本県における「書籍・雑誌小売業（古本を除

く）」は、「平成24年経済センサス－活動調査結果－」

によると、事業所数82先、従業者数602人、年間

商品販売額94億8,900万円、売場面積30,821㎡

となっている（図表２）。都道府県別に人口10万

人当たりの事業所数をみると、全国首位は徳島県

で、以下、福井県、島根県、鳥取県、京都府、石

川県と続き、本県は19位に位置する。

（２）ちなみに、秋田県書店商業組合の組合員数

の推移をみると、平成17年には54先あった組合

員数が、29年には27先と、この12年間でやはり

半減していることが分かる（図表３）。

（３）また、日本書籍出版協会やトーハンの資料

によると、本県は、平成29年７月31日現在で、

25市町村のうち９市町村が、書店の１軒もない市

町村となっている。書店ゼロの市町村数としては

全都道府県中12番目に多く、書店ゼロの市町村の

割合（本県36.0％）では８番目に高い。

３　読書時間について
（１）文科省が「全国学力・学習状況調査」（全国

学力テスト）の際に行っている小中学生（公立）

へのアンケート結果を見ると、小学生の読書率は

全国平均で79.5％、中学生は同64.4％となってい

る。（※ここで言う「読書率」とは「普段まったく読

書しない」と回答した児童生徒以外の割合を指す。）

　このうち本県は、小学生の読書率が83.0％で全

国第６位（第１位は岩手県）、中学生の読書率は

75.1％で全国平均を10ポイント以上上回り、全国

第１位となっている。

（２）県が行った「平成29年度県民意識調査」の

結果報告書をみると、「１日30分以上（または１

週間で３時間程度）の読書時間確保の有無」を問

図表２　都道府県別　書籍・雑誌小売業の事業所数等

都道府県 事業所数
（法人＋個人）

従業者数
（人）

年間商品
販 売 額
（百万円）

売場面積
（㎡）

人口10万人当たり
事業所数

全国順位

全国計 8,956 78,472 1,207,233 2,791,063 7.02
徳島県 86 453 9,268 22,694 11.08 1
福井県 84 611 9,739 31,394 10.51 2
島根県 73 283 5,521 15,296 10.33 3
鳥取県 56 378 6,070 17,519 9.62 4
京都府 251 1,420 19,802 41,704 9.56 5
石川県 111 636 10,472 33,935 9.54 6
山梨県 81 618 7,952 22,793 9.51 7
香川県 94 617 10,129 44,107 9.50 8
和歌山県 88 592 9,739 31,132 8.91 9
高知県 66 357 5,669 19,428 8.78 10
岐阜県 176 1,583 17,935 68,719 8.54 11
長野県 179 1,697 23,501 75,401 8.40 12
東京都 1,094 12,386 213,434 268,564 8.27 13
愛媛県 116 721 10,968 33,748 8.20 14
富山県 88 881 10,350 33,285 8.13 15
岩手県 104 924 12,300 37,535 7.98 16
新潟県 185 1,605 20,713 65,800 7.88 17
三重県 142 1,339 17,162 60,189 7.72 18
秋田県 82 602 9,489 30,821 7.71 19
岡山県 149 1,057 16,535 50,397 7.70 20
長崎県 106 916 13,090 23,825 7.53 21
滋賀県 105 883 21,986 39,357 7.42 22
大阪府 645 4,990 82,322 143,734 7.28 23
山口県 104 905 11,663 36,341 7.27 24
山形県 83 519 9,844 26,162 7.20 25
愛知県 534 5,121 77,834 186,666 7.19 26
奈良県 97 1,030 12,701 38,745 6.98 27
青森県 94 743 11,843 35,992 6.96 28
静岡県 257 2,162 31,621 76,901 6.88 29
群馬県 136 1,549 20,407 71,226 6.83 30
北海道 372 3,669 56,174 171,849 6.81 31
兵庫県 378 2,854 47,547 97,226 6.79 32
栃木県 129 977 13,429 45,407 6.48 33
大分県 75 573 8,618 23,702 6.33 34
広島県 180 1,852 24,094 52,531 6.32 35
茨城県 180 1,465 18,704 59,579 6.12 36
福島県 119 1,097 16,457 50,275 6.07 37
千葉県 375 3,796 50,569 110,514 6.05 38
鹿児島県 102 813 12,701 31,182 6.04 39
神奈川県 524 5,318 87,981 144,135 5.78 40
福岡県 287 2,455 37,273 90,856 5.64 41
埼玉県 397 3,217 50,278 120,545 5.50 42
佐賀県 44 289 4,437 11,993 5.22 43
沖縄県 73 661 9,010 29,266 5.18 44
熊本県 92 587 8,796 17,190 5.09 45
宮城県 113 967 15,919 38,364 4.86 46
宮崎県 50 304 5,184 13,039 4.44 47

資料：総務省・経済産業省「平成24年経済センサス－活動調査結果－」

資料：秋田県書店商業組合

図表３　秋田県書店商業組合員数の推移
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う設問への回答では、「している」と「どちらかと

いえばしている」を合わせた割合は40.1％で、「ど

ちらかといえばしていない」と「していない」を

合わせた割合57.7％よりも低い（図表４）。このう

ち「していない」33.7％と「無回答」2.2％を除い

た64.1％が、前述の小中学生の“読書率”に相当

する。

（３）全国学校図書館協議会と毎日新聞社が行っ

ている「学校読書調査」によると、平成28年度の

全国の小学生の不読率は4.0％、中学生は15.4％、

高校生は実に57.1％になっている。

（４）また、全国大学生活協同組合連合会が28年

10～11月に行った大学生の学生生活実態調査の結

果でも、１日の読書時間が「０分」の大学生は全体

の半数近い49.1％にのぼり、「30分未満」11.8％を

合わせると60.9％に達する。一般に、小学校から

中学校、高校、大学へと進むにつれて、読書率は

低下していく傾向にあるのが実情と思われる。反

面、増えたのがスマートフォンの利用時間という

辺りに、世相がよく反映されている。

（５）一方、前述の「平成29年度県民意識調査」

では、年代別の読書率をみると、20歳代が最も低

く、それ以上の年代では、概ね年代が上昇するほ

ど読書率が高くなっている。

　また、読書時間を確保できない理由については、

10歳代を除き50歳代までは「仕事が忙しい」が

全年代でトップにくるが、60歳代以上では「視力

が衰えたため」が代わりに理由のトップにくる。

歳を重ね、時間的余裕ができたときには、視力低

下により、読書を楽しみたくとも楽しめなくなっ

ている現実が窺える。

（６）平成25年度に文化庁が行った「国語に関す

る世論調査」でも、読書に関する調査が行われて

いるが、１か月に読む本の冊数を問う設問に対し、

最も割合が高かった回答は「読まない」の47.5％

であった（図表５）。次いで、「１、２冊」の割合

が34.5％、「３、４冊」の割合が10.9％、「５、６

冊」の割合が3.4％、「７冊以上」が3.6％となって

いる。１か月に１冊も「読まない」と回答した全

体の47.5％の人を年代別にみると、70歳以上

が全体の59.6％で最も高かった。

図表５　１か月に読む本の冊数

読まない
47.5％

１、２冊
34.5％

３、４冊
10.9％

５、６冊
3.4％

７冊以上　3.6％

資料：文化庁「平成25年度『国語に関する世論調査』の結果の概要」から

図表４　平成29年度「県民意識調査」結果にみる「読書活動」

資料：秋田県の平成29年度「県民意識調査」報告書の「読書活動」から抜粋

好きだ
28.7％

好きではない
10.0％

無回答
1.6％

どちらかといえば
好きではない　21.9％

どちらかといえば好きだ
37.8％

している
19.5％

していない
33.7％

無回答
2.2％

どちらかといえば
していない　24.0％

どちらかといえば
している　20.6％

読書への興味 １日30分以上の読書時間確保の有無
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４　図書館の現状
（１）ところで、書店が減少一方にあるなか、全

国の公共図書館（私立図書館含む）の数は、ここ

10年間で横這いから若干の増加傾向で推移してい

る（図表６）。所蔵する蔵書数も増加の一途であ

り、これを活用しないのは勿体ない。

（２）本県には、分館等も合わせると、県立図書

館が２、市町村図書館が49、市町村公民館図書室

が23の合計74もの公立図書館および公民館図書

室がある。「知」の拠り所としては、十分な数と思

われる。それなのに、住民一人当たりの貸出冊数

が平均して年間2.43冊にとどまっているのは、い

かにも物足りない。図書館の機能を有効に活用で

きているとは、到底言えないだろう。

（３）そのなかで、八郎潟町の図書館は、住民一

人当たりの貸出冊数が4.96冊と、他の市町村と比

較して突出して多い。ＪＲ駅前の複合施設に立地

する利便性に加え、平日の閉館時刻の延長などサ

ービス向上の取組みが奏功しているものとみら

れる。

５　全国学力テストと読書率の相関関係
　「全国学力・学習状況調査」（全国学力テスト）

の成績で、本県が常に上位を占めていることはよ

く知られている。その一因として、先に述べた小

中学生の読書率の高さが影響していることも可能

性としては十分に考えられる。

　そこで、小中学生の学力テスト（国語Ａと国語Ｂ
合計の平均正答数）の都道府県別順位と、読書率
の相関関係を示すと図表７のとおりとなる。どち

らかと言えば、小学生では多少分布の散らばりも

目立つものの、ある程度の相関関係は認められる。

６　秋田県の取組み
（１）秋田県は、都道府県では全国で唯一、読書

条例（正式名称は「秋田県民の読書活動の推進に

関する条例」）を定めている。（平成22年４月施行）

（２）条例では、毎年11月1日を「県民読書の日」

と定め、県民総ぐるみの読書活動を展開している。

（３）読書活動を推進するため、「秋田県読書活動

推進基本計画」が定められ、平成23～27年度に「第

１次基本計画」として「図書の充実と体制整備な

ど、県民の読書活動推進の土台づくり」が進めら

れ、その一環として、先の「県民読書の日」の制

定や「ふるさと秋田文学賞」の創設、県内全市町

村による「子ども読書活動推進計画」の策定など
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図表６　公共図書館数の推移

資料：日本図書館協会「日本の図書館統計」より抜粋 
（注）　私立図書館を含む公共図書館の経年変化 
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の取組みが行われた。

　現在は、平成28～32年度を計画期間とする「第

２次基本計画」において、「生活の場に根付いた読

書活動による人づくり」を目指し、①家庭におけ

る読書活動の推進、②学校・職場における読書活

動の推進、③地域における読書活動の推進、④県

民協働による読書活動の推進の４つを施策の柱と

して、県民に「読書は楽しい！」の気持ちを広げ

ようとしている。

（４）この取組みによって、計画最終年度の32年

度には、①「本を読むのが好きだ」「読書習慣があ

る」と答える県民の割合が80.0％以上（「29年度

県民意識調査」による実績値は66.5％）、②週３時

間以上（１日30分以上）読書をしている人の割合

が70.0％以上（同じく実績値は40.1％）を達成す

ることを数値目標として設定し、「日本一の読書県

をめざして」いる。

（５）ただ、目標達成のためには、県のこうした

取組みについて、一般県民の認知度をもっと向上

させていく必要がある。

（６）なお、書店取次大手の株式会社トーハンは、

「企業版ふるさと納税」を活用し、本県の元気創

造事業「読書が広がるホップ・ステップ・ジャン

プ事業」に対し、本年に500万円の寄付を行った。

単独企業が読書推進に関連した「企業版ふるさと

納税」事業に寄付を行うのは、トーハンが初とな

る。

　トーハンによれば、本県は小中高校における「朝

の読書」の実施率が86％（朝の読書推進協議会調

べ：本年６月１日現在）と高く、平成23年に「秋
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図表７　全国学力テストの正答数順位と読書率順位の相関図
小学生

資料：文部科学省「平成29年度　全国学力・学習状況調査 【都道府県別】平均正答数」
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あきた経済 2017.1110

経済の動き

田県読書活動推進基本計画」を制定、全国で唯一

「県民読書の日」と読書条例を定め、「日本一の読

書県」を目指し、県を挙げて読書推進に取り組ん

でいるからこそ、前述事業への寄付・協力を決定

したとのことである。

（７）この「読書が広がるホップ・ステップ・ジ

ャンプ事業」は、寄付金をもとに３段階の取組み

が予定されている。

　第１段階の“ホップ”は、記念シンポジウムや

おはなし会等の県民が読書に親しむための多様な

機会を提供。

　第２段階の“ステップ”では、読み聞かせボラ

ンティア養成講座やＰＯＰ（販売促進のための広

告媒体）作成講座等、読書の楽しさを伝える人材

を育成する。

　そして第３段階の“ジャンプ”には、秋田県版

「家読（うちどく）ノート」（家族の読書記録を残

しておけるノート）の配布や世代別ビブリオバト

ル（知的書評合戦）等が盛り込まれ、【読書県＝秋

田】にふさわしい様々な取組みが用意されている。

（８）秋田県書店商業組合も、この「読書が広が

るホップ・ステップ・ジャンプ事業」に積極的に

協力する予定としている。

７　まとめ
（１）書店減少の反面、ネット利用が増加してい

る。しかし、リアル店舗の店頭で目にして、試し

にページを繰ってみた結果、面白そうだと購買意

欲を掻き立てられ、本を購入した経験は誰しもお

持ちでないだろうか。書店の減少は、そうした思

わぬ本と“巡り合う”機会の喪失にもつながる。

（２）「毎月、どれくらい書籍購入に費用をかけて

いるか」は、ある意味、「将来の自分自身に対しど

れくらい投資をしているか」と言い換えることも

できるかもしれない。必ずしも難しい専門書を読

めと言うのではない。娯楽目的で読む小説からで

も、十分に豊かな想像力は培われ、知らず知らず

国語力の向上にもつながる。それらも含め、「将来

の自分への投資」とも考えられる。

（３）地方の活性化や地方創生というものは、地

域の産業や経済は勿論であるが、文化の発展と成

熟が相俟って実現されるものではないだろうか。

その意味で、読書時間の減少という生活習慣の変

化と、書店の減少という読書環境の変化の両面に、

些かの危機感を覚えている。書店は地域の重要な

文化インフラの一つと考えられる。

（４）以前、県内の書店経営者の方が述べられた

言葉が、印象に残っている。「自分たちの職業は、

形式的には本という商品を販売する小売業に過ぎ

ず、その意味では採算性も度外視はできない。し

かし、自分たちには、本を売ることを通じて、地

域の“文化”存続の一翼を担っているという誇り

と自負、使命感がある。そのため、時には採算性

に多少目をつぶってでも、書店のない郡部の地域

まで、コストをかけて本を届けに行くこともある。

営利企業としての収益性の観点では、問題外だと

叱られるかもしれない。でも、それが自分たち“街

の本屋”の役割であると信念を持っている。“本を

読む”という地域の“文化の灯”は決して消した

くない」と。

（５）書店経営者自らの経営努力は勿論必要であ

るが、こうした書店経営者の心意気を汲み取って、

地域で支え、将来長きにわたって豊かな読書環境

を維持してこそ、教養や文化の面でも真に「高質

な田舎」となり、そして、文字どおり「日本一の

読書県」となれるのではないだろうか。

 （工藤　修）
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